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論 文 内 容 要 旨
現状 の中国では、都市化率 は低い。 また農村 には大量の過剰労働力が存在 しているのみな らず、
都市の失業問題 も厳 しい。 これ らの難題 を乗 り超えるために、 この都市で もな く、農村で もない小
城鎮(農 村部の小 さな町)が 注 目の的 となった。現在、農村の過剰労働力の都市への流入を防 ぐた
め、小城鎮 によって吸収するという戦略が ほぼ定説化 している。 しか も、すでに中国の開発政策の
基本 として実際の行政 に取 り入れ られている。 しか し、 これは効果的であろうか。 また、問題 はな
いのであろうか。
以上のよ うな問題意識を持 って、筆者 は1998年 の4月 か ら6月 にかけて、中国の中央、省、県の
関係宮庁 と研究部門を訪問 し、特 に内陸部 の東北地方 における吉林省の42の 鎮 を重点的に現地調査
した。本論 は、先行研究者の研究 を踏 まえ、最近の統計資料 を利用 して全国的な概要把握 と上記の
現地調査の結果 をもとに、内陸部 における小城鎮建設の実態と問題点について考察す るものである。
小城鎮建設に関する先行研究を概観す ると、 まず費孝通、朱通華 らの江蘇省小城鎮研究 グループ
による一連の研究によって成 された成果である 「小城鎮論」が特筆 され る。 これ は中国の改革政策
に大 きな影響 を与えたものであ る。
今 までの研究 に共通す る問題点 は、大部分が経済発展の進んでいる沿海部の小城鎮を研究対象 に
してお り、内陸部の小城鎮建設 に関す る研究がほとん どないことである。本論 は 「内陸部における
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小城鎮建設 の実態を明 らかに し、 さらにその問題点を解 明す ること」を課題 に してお り、考察 の便
宜上、建制鎮区を中心に議論 したい。
以上の目的 と限定 に従い、本論の構成 について示せば以下のようになる。
第一章 と第二章では、小城鎮建設にっいての全国的な概要把握を行 う。第一章で は新中国が成立
してか らの建制鎮の発展史 を振 り返 って、「小城鎮政策」の整備過程 と内容 にっいて考察 した。新
中国が成立 してか ら、建制鎮の発展には迂余曲折が見 られた。改革開放前、経済発展 の情勢 と国の
政策転換 につれて、鎮制 の基準が何回 も変わ り、小城鎮は衰退す る傾向にあ った。80年 代 の半 ば頃
か ら、「人ロ貯水池」 として小城鎮 は急速な発展が見 られた。90年 代 の初 めか ら、「民工潮」の圧力
もあ って、政府は再び小城鎮 の積極的役割を強調 し、 しか も政策 としていっそう整備 を進 めた。 そ
の政策の内容 としては、「郷鎮企業が適度 に小城鎮 に集 中す るよう導 き、小城鎮 を建設 し、農村 の
第三次産業を発展 させ、農村 の余剰労働力の移動 を促す」 とい うものである。
第二章では、全国 レベルの小城鎮建設の実態にっいて、主に文献、統計資料を用いて、建制鎮の
人 口状況、分布状況、土地 と建設資金の利用状況、社会イ ンフラ整備状況等 の諸項 目を明 らかに し
た。小城鎮 の人口規模、分布及び建設事業の展開はその地域の人口密度、経済発展状況 と正の相関
関係 を持 ってい る。沿海地方 と、大都市周辺地帯では、小城鎮の姿 は著 しく変貌 し、数多 くの小城
鎮 は小都市に劣 らずに発展 してきた。 しか し、全国的に見れば小城鎮 の質的水準 はまだまだ低 い。
とくに人 口 ・労働力 ・商業の集積効果がそれほど見 られなか った。 この小城鎮建設 を阻害す る要素
は資金問題や、戸籍問題、土地管理制度 などであると考 え られる。
第三章 と第四章 は筆者 の現地調査結果 とその分析である。第三章では、筆者 による吉林省42鎮 を
対象 とする小城鎮の現地調査 に基づいて、先行研究者が触れなか った内陸地方 の吉林省、 とくに同
省伊通県の調査対象時期 の1990年 か ら1997年 までの8年 間の小城鎮建設の概況、人 口、労働力、郷
鎮企業、個人商店、飲食店の集 中状況および小城鎮建設 の展開などにっいて明 らかに した。
まず、人 口集中状況にっいて得 られた結論 は、次の通 りである。①鎮区の人 口増加 は鎮域農村よ
り速 いが、都市 には及ばない、②人 口規模別 に鎮区人口の増加率を見 ると、大規模鎮の鎮区人 口増
加率が小規模鎮 のそれよ りも大 きい、③非農業人 口の増加 は人口全体の増加よ りも速 く、 この傾向
は鎮の規模が大 きくなるほど顕著である、④鎮区の昼夜人口比率が鎮域農村のそれよりも高 く、 し
か も規模の大 きい鎮 ほどこの比率 は大 きくなる。
次 に、労働力の集中について明 らかになった ことは、以下の通 りである。①鎮区は鎮域農村 に比
べて労働力比率が高 い、②人 口数 の変化 と同様 に、規模 の大 きな鎮 ほど労働力の増加率 が高 い、
③就業構造か ら見 ると鎮区は第二次産業 ・第三次産業中心であ り、 とくに第三次産業の比率が高 い。
その理由としては調査対象地 における工業の発展が遅れてお り、農村過剰労働力が商業 ・飲食業 ・
その他イ ンフォーマルゼクターに参入 したこと、および行政機構肥大化などが考え られる。④大規
模鎮の鎮区における就業構造 は小規模鎮 よりも第二次産業の比率が高 くなり、第三次産業の比率が
低 くなる。
次 に、郷鎮企業にっいて明 らか になったことは、①調査地 における郷鎮企業 は92年 以降急速に発
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展 したが、全国的に見れば遅れ る状態が変わ っていない、②郷鎮企業 の鎮区への集中度 は相対的に
低下す る傾向がある、 という2点 である。
次 に、個人商店 ・個人飲食店の集 中状況 にっいては、①個人サービス業の成長は都市 ほどで はな
いが、鎮域農村 より急速 に成長 した、②規模の大 きな鎮 ほど成長速度が速 い傾向がある。③個人商
店 ・個人飲食店 は郷鎮企業 と異 な り鎮区への集積が圧倒的に高い、 とい う諸点 を明 らかに した。っ
まり、内陸部 における小城鎮 は現時点 において農村地域の伝統的商業的中心 という性格 を強 く有 し
てお り、工業 の集積 は緩慢で、 この傾向 は小 さな鎮 ほど顕著である。
最後に、小城鎮建設 の進展 について、①小城鎮 における建設事業 は個人による住宅建設 を主 とし、
社会 イ ンフラの形成 は遅れている、② モデル鎮であるかどうか、規模の大 きさによって格差が大 き
い、③資金不足が建設 を制約す る大 きな要因 となっている、 などが明 らかにな った。
調査結果を簡単 にまとめてみ ると、人 ロ、労働力、商工業の集積及び社会 インフラの整備程度な
どか ら見て、建制鎮の鎮区は都市 に劣 るものの、鎮域の平均水準 よりかな り進んでいた。 と くに、
県城鎮 と人口1万 人以上の大規模鎮 の鎮区は、鎮区全体の平均水準以上 に良好 な状態 にある。県城
鎮 と大規模鎮 は商業の中心でありなが ら、工業 もかな り進んでおり、小規模鎮 よりよい経済パ フオー
マンスを示 している。
しか し、小規模 の鎮 は成長が鈍 く、社会 イ ンフラも整備 されないままである。 とくに、産業構造
の面で は工業 の展開が遅れてお り、まだ伝統的商業 中心地か ら脱皮 していない。鎮区への人口 ・労
働力 ・商工産業の顕著な集積効果 はもた らされなか った。
第四章では、第三章の調査結果を踏 まえ、小規模鎮の現段階の発展特質 を分析 した上で、調査事
例 と統計資料 を利用 して、小規模鎮に人 口 ・労働力がなかなか集 中 しに くい原因 と建設資金不足の
主因、および郷鎮企業が鎮区への集中 しにくい理由を掘 り下 げて分析 した。結果 は以下 の3点 であ
る。①人 口 ・労働力の鎮区への集中 しに くい要因にっ いて は、工業を中心 とする郷鎮企業の展開が
遅れているたあ、人口、労働力の吸収が制約 されており、 また、 自営業を主体 とする農村部第三次
産業 の雇用がかな り限 られてい る。それゆえ、鎮域農村 の出稼 ぎ者の多 くは都市 に向か った。②建
設資金の不足が大 いに小城鎮建設の制約 となっている。国か らの援助金が期待できない以上、建設
資金の供給 は郷鎮企業 に頼 らなければな らない。調査鎮の小城鎮、 とくに小規模鎮 の建設が進 まな
い原因は資金不足であるが、実質的な原因は郷鎮企業の発展が遅れた ことにあるといえ る。③郷鎮
企業が鎮区に集中 しに くい要因にっいて は、村 に散在 している既存の郷鎮企業 の業種か らみて、採
掘業や農産物加工 などの移動不能な企業が多いことと、農村地方財政制度及び移転の コス トなどの
制限などが考え られ る。
終章で は、小城鎮建設に必要 な前提条件、つ まり、多数の郷鎮企業 の存在 と大都市の波及効果の
必要性を示 した上で、「小城鎮政策」 は効果的であるか とい う問題 に答え る。結論か らいえば、小
城鎮政策 は、すでに費 らの研究成果で明 らかなよ うに、沿海地方 と大都市周辺のような条件の整 っ
た地方で は効果的である。筆者 の調査 した内陸部、吉林省における42鎮 において も、人 口1万 人以
上 の大規模鎮 は基本的 に上記 の条件が満 たされてお り、それ 自体 も周辺都市 の経済的波及効果を受
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けなが ら、一定 の集積効果 をあげっっある。 しか し、人 口1万 人未満の小規模鎮 において は、「小
城鎮政策」 は効果的であるとはいえない。郷鎮企業の発展不足に由来す る資金不足 で小城鎮建設が
遅遅 として進 まない現状では、 これ らの小規模鎮は、小城鎮建設 にカを入れ るよりも、 む しろ、先
に郷鎮企業 を発展 させるほうが有効であると思われる。郷鎮企業の発展が一定の水準 に達 し、建設
資金問題が解決 されれば、 自然に小城鎮建設 の段階 に入 ることが可能になると思われ る。
小城鎮の将来の発展に関 して、筆者 は、広域的な視点で産業発展を とらえることが重要であると
考えている。例えば、今後、農村地域経済活性化 の一環 として、県城鎮 と大規模鎮 を重点的に発展
させ ることを提言する。 なかで もとくに条件 に恵 まれた鎮 を小都市規模 に成長 させ、地方圏 の活性
化 の拠点 と位置づけて、 日本の四全総 における地方中核都市や地方中心都市 のよ うな 「高次都市機
能の積極的な整備 を推進」 し、十分 な人 口や産業の集積を達成 した上 で、 その波及効果で周辺小規
模鎮 の成長を促す ことが有益 と考えるものであ る。小城鎮建設の今後 の課題 は国か らの援助金の提
供 といかに鎮人 ロ規模の拡大などが上げ られる。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、「小城鎮建設」政策 の実情 と問題点を独 自の実態調査に もとついて明 らか に し、 さ ら
に政策提言をおこなお うとした ものである。小城鎮建設 は農村振興策および余剰労働力対策 として
.中国政府が推進 している政策である。
本論文は、まず従来の研究動向(序 章)を ふ りかえ ったのち、小城鎮 の定義 とその由来および小
=城鎮建設政策 の内容(序 章 ・第1章)、 小城鎮建設の全国的実情(第2章)、 吉林省42鎮 を対象 とす
る独 自の現地調査の結果(第3章)を 明 らかに し、 そこか ら重要な結論(第4章 ・終章)を 導 いて
いる。
本論文 における著者の結論は次のとおりである。1)小 城鎮建設政策が効果的であるためには発
展 した郷鎮企業の存在 と大中都市 との連繋が必要 である、2)そ うした条件 を満 た しているのは沿
海部 と一部の内陸地域のみである、3)吉 林省を含む内陸部では小城鎮 を一律に扱 うべ きではな く、
県城鎮など人 口1万 人以上の小城鎮 とそれ未満 の小規模人口の小城鎮に分 けて政策を実施すべ きで
あり、小城鎮建設 は前者に集中すべ きであ り、後者 につ いて は財政的に も郷鎮企業の実情か らも小
城鎮建設 は不可能かっ不利益であってまず郷鎮企業を発展 させる政策が必要であ る。
著者のこれ らの結論、 とくに第3点 は重要な提起であ り、著者 はこうした結論 を詳細 な文献研究
と独 自の広範かっ詳細な実地調査によって説得的 に導いている。 しかもその論述の過程 においては、
大規模な実地調査の立案 ・組織化 ・実施や、農業部作成の単純 な住所録か ら工夫 と丹念 な手仕事 に
より郷鎮企業上位3000社 の小城鎮分布状況を明 らかに した表4-8な どに見 られるように、創意 とね
ばりつよさが発揮 され、著者の自立 した研究者 としての優れた能力が示 されている。
以上 により、本論文 を博士論文 として合格 と判定する。
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